
(単位：千円）
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※行政経営計画査定欄には、「平成26年度行政経営計画に係る事務事業の取組方針（案）について」の政策的査定結果を記入して下さい。
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・鳥取ノ荘駅周辺整備工事負担金

・鳥取ノ荘駅及び周辺整備工事補助金

府道自然田鳥取荘停車場線整備
・鳥取ノ荘海側改札実施設計補助金

鳥取ノ荘駅前駐輪場整備

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律
地域公共交通の活性化及び再生に関する法律

　　　　　　　　　　　　　　千円（　　　年度～　　　　年度）
0
0

予　　算　　要　　求　　内　　容

債務負担行為

（細目名）鳥取ノ荘駅及び周辺整備事業費 （事業名） 鳥取ノ荘駅及び周辺整備事業

要求Ｐ 1 査定Ｐ

（単位：千円）

事　　　業　　　内　　　容
（目的）

　　　　　　　　　　　　　　　　

府支出金
査　定　総　額

12,124

財　　　　源　　　　内　　　　訳
(目名） 都市計画総務費

84,196

一般財源その他

103,996 19,800

起債国支出金

部課名 事業部　都市整備課

総　　　額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

12,124
74,551

一般財源
2,678

起債 その他府支出金

12,124
12,124

平 成 25 年 度 決 算 額 2,678

平 成 27 年 度 当 初 要 求 額 74,551

103,996

平 成 26 年 度 当 初 予 算 額

平成 27年度財務部長復活内示額

平 成 26 年 度 現 計 予 算 額

平成27年度当初予算　市長復活要求（査定）書

平成 27年度当初財政課長内示額 0

国支出金

0
平 成 27 年 度 復 活 要 求 額

南海電鉄による鳥取ノ荘駅山側改札工事に係る負担金（国庫補助対象外
部分）。請願駅方式による山側改札整備であるため、国庫補助対象部分以
外の工事費を、市が全額負担する。

103,996

　鳥取ノ荘駅及び周辺整備については、「阪南市交通バ
リアフリー基本構想」の重点整備地区として位置付けて
いる。また、当駅は、地元請願にあるように、高齢化が
進むなか駅改善の地元要望が根強くあり、重点整備地
区のバリアフリー整備と併せて駅改札等の整備を鉄道
事業者と進め、公共交通が利用しやすい安全・安心な
交通環境の形成を図る。

南海電鉄による鳥取ノ荘駅山側改札工事に係る補助金（国庫補助対象部
分）。工事費の１／３を市が補助する。

南海電鉄による海側改札バリアフリー化に係る実施設計に係る補助金。国
庫補助対象事業であるため、設計費の１／３を市が補助する。

　平成２５年度に鳥取ノ荘駅および周辺整備基本計画を策定し、南海電鉄及び大阪府との協議を踏まえて山側改札、歩道、歩行者広場、駐
輪場、府道の設計を行っているところである。
　また南海電鉄とは、本市の道路整備事業と連携して山側改札をはじめ、駅バリアフリー化を推進し、平成２８年度の整備完成をめざすことで
覚書を締結し、合意形成を図っている。
　平成２７年度は、海側駅舎バリアフリー実施設計、山側改札整備、府道整備及び駅周辺整備工事に着手し、本事業を推進するため、復活要
求するものである。

(概要）
駅施設整備（スロープ、改札口等）
西鳥取３０号線歩道整備

鳥取ノ荘駅前歩行者広場整備

(根拠法令）

［復活理由］
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・コミュニティバス運行補助事業
ＩＣカードシステム導入に係る経費補助。

平成27年度当初予算　市長復活要求（査定）書

(目名） 交通防犯対策費 （細目名）コミュニティバス運行事業費 （事業名） コミュニティバス運行補助事業 （単位：千円）

総　　　額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

査　定　総　額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国支出金 府支出金 起債 その他 一般財源 国支出金 府支出金 起債 その他 一般財源
平 成 25 年 度 決 算 額 33,247 33,247

0 0平 成 26 年 度 当 初 予 算 額 37,765 37,765
平 成 26 年 度 現 計 予 算 額 37,765 37,765

37,753
平 成 27 年 度 当 初 要 求 額 40,326

0

40,326

債務負担行為

　　　　　　　　　　　　　　　　
平成 27年度当初財政課長内示額 37,753

　　　　　　　　　　　　　　千円（　　　年度～　　　　年度）
平成 27年度財務部長復活内示額 0

事業部　都市整備課 要求Ｐ 6

2,573

事　　　業　　　内　　　容 予　　算　　要　　求　　内　　容

（目的）

平 成 27 年 度 復 活 要 求 額 2,573

査定Ｐ

　コミュニティバス運行事業については、公共施設等の
アクセスや南海本線、ＪＲ阪和線との連絡を図ることに
より、高齢者等の移動手段をもたない交通弱者に対す
る移動サービスを図ることを目的とする。

(概要）
　市内各地域から市役所等の公共施設や、各駅などを
連絡するコミュニティバス運行事業について、地域公共
交通確保維持改善事業の趣旨に基づき、ＩＣカードシス
テム導入に係る経費を補助する。

(根拠法令）
  道路運送法、地域公共交通の活性化及び再生に関す
る法律、阪南市コミュニティーバス運行事業補助金交付
要綱

［復活理由］
　本市コミュニティバスにＩＣカードシステムを導入することにより、料金精算の簡素化や鉄道、バス交通の相互利用が可能となるなど、利用者
にとって多くのメリットがあり、公共交通の利便性向上と利用促進が期待されるとともに、乗降時間の短縮による円滑なバス運行が確保される
など、交通環境の改善につなげるものである。
　今後、総合交通輸送システムを構築していくなかで、公共交通の利用促進につながる施策を優先的に実施し、公共交通を利用しやすい環
境づくりを推進するため、復活要求するものである。

部課名
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・路線バスＩＣカードシステム導入補助金
ＩＣカードシステム導入に係る経費補助。

  地域公共交通の活性化及び再生に関する法律

（単位：千円）

一般財源

　地域公共交通確保維持改善事業の趣旨に基づき、市
内路線バスを運行する南海ウイングバス南部㈱に対
し、ＩＣカードシステム導入に係る経費を補助する。

(根拠法令）

平成27年度当初予算　市長復活要求（査定）書

(目名） 交通防犯対策費 （細目名）路線バス運行事業費 （事業名） 路線バスＩＣカードシステム整備事業

1,633

総　　　額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

査　定　総　額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国支出金 府支出金 起債 その他 国支出金 府支出金 起債 その他 一般財源

0

平 成 25 年 度 決 算 額 0
1,633平 成 26 年 度 当 初 予 算 額 0

平 成 26 年 度 現 計 予 算 額

平 成 27 年 度 当 初 要 求 額 1,633

1,633

1,633

債務負担行為

　　　　　　　　　　　　　　　　
平成 27年度当初財政課長内示額 0

　　　　　　　　　　　　　　千円（　　　年度～　　　　年度）
平成 27年度財務部長復活内示額 0 0

0

事　　　業　　　内　　　容 予　　算　　要　　求　　内　　容

（目的）

平 成 27 年 度 復 活 要 求 額 1,633

査定Ｐ

南海ウイングバス南部㈱が運行する市内路線バスへの
ＩＣカードシステム導入を支援し、公共交通の利便性向
上や乗継ぎ改善、利用促進を図ることを目的とする。

［復活理由］
　市内路線バスにＩＣカードシステムを導入することにより、料金精算の簡素化や鉄道、バス交通の相互利用が可能となるなど、利用者にとっ
て多くのメリットがあり、公共交通の利便性向上と利用促進が期待されるとともに、乗降時間の短縮による円滑なバス運行が確保されるなど、
交通環境の改善につなげるものである。
　今後、総合交通輸送システムを構築していくなかで、市内路線バスを運行する交通事業者と連携し、公共交通の利用促進につながる施策を
優先的に実施し、公共交通を利用しやすい環境づくりを推進するため、復活要求するものである。

部課名 事業部　都市整備課 要求Ｐ 9

(概要）
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